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第2章 技術に関する施策の概要 

１. 施策の目的・政策的位置付け 

１-１ 施策の目的 

（1） 背景 

① 情報サービス・ソフトウェア産業の現状 

図表 2-1 のように、情報サービス・ソフトウェア産業は、売上高約 19 兆円、

従業者数約 91 万人と、エレクトロニクス産業にも匹敵する大きな雇用を抱えて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1 情報サービス・ソフトウェア産業の規模 

出所：経済産業省「特定サービス産業実態調査」 

但し、2011 年の売上高は経済産業省「経済センサス(速報)」 

2010 年時における世界の情報サービス市場における日本の市場シェアは第 3

位であるが、2015 年に向けては横ばい～縮小傾向が予想されている（図表 2-2）。 

また、2015 年に向けた市場の成長率は 3.00％と低めに予想されており、国内

市場は成熟する方向にある。一方、アジア等新興国の IT 市場は、今後拡大する

ことが見込まれている（図表 2-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-2 世界の情報サービス市場シェア 

出所：ガートナー「2011 年 4Q セグメント別 IT サービス市場規模予測」 
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図表 2-3 世界の情報サービス市場成長率 

出所：ガートナー「2011 年 4Q セグメント別 IT サービス市場規模予測」 

このような状況下で、また日本企業が積極的に海外展開を進めている中、従来

の国内顧客の個別の要求に応じた SI 業務を中心とした業務展開では、更なる成

長は見込めない状況にある。 

 

② 組込みソフトウェア産業の状況 

SI 型のソリューション企業が苦境に立たされつつある一方、組込みソフトウェ

アは、GDP において 1 割を占めるとともに、我が国輸出製品の半分以上を支え

る付加価値の源泉となっている（図表 2-4）。これらの強みを維持・強化していく

ことは重要な施策と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-4 組込みソフトウェア産業の比率 
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③ 我が国の情報システム・ソフトウェアの高い信頼性 

国内ユーザーの厳しい要求に対応し続けてきたことから、我が国情報サービ

ス・ソフトウェア企業が構築・制作する情報システム・ソフトウェアの品質・信

頼性は高いものとなっており、我が国情報サービス・ソフトウェア企業が海外展

開を図表っていく際の強みとなり得る。情報システム・ソフトウェアの品質・信

頼性を維持・向上していくことが求められる（図表 2-5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-5 高い我が国の情報システム・ソフトウェアの信頼性 

 

④ 海外・新興国ベンダーの台頭 

オフショア開発の取引額は増加傾向にあり、今後も急速に拡大していくことが

見込まれる。オフショア利用率は企業の規模が大きいほど高く、今後も拡大の意

向が強い（図表 2-6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-6 オフショア開発の状況 
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また、インド、中国などの新興国ベンダーは競争力を高め、規模を急速に拡大

している。我が国大手ベンダーの売上をも上回るベンダーも見られる（図表 2-7）。

これらの中には、日本語教育を積極的に行い、日本に対するサービス提供能力を

高め日本市場への攻勢を強めるものも存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-7 海外・新興国ベンダーの台頭 

 

⑤ 地域・中小ベンダーの状況 

我が国の情報サービス・ソフトウェア産業は、プライムベンダーを頂点に、多

くの地域・中小ベンダーが支えるピラミッド型の産業構造となっており、約 8 割

弱のベンダーが何らかの形で下請業務を受注している（図表 2-8）。 

また、地域・中小ベンダーは、下請業務を中心に事業を展開してきたため、必

ずしも地域・中小ユーザー企業のニーズに応え切れていない状況にある（図表

2-9）。 

新興国ベンダーの台頭による競争激化への対応や、クラウド時代を見据えた新

たな市場に向けての業態転換も求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-8 我が国の情報サービス・ソフトウェア産業の構造 
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図表 2-9 地域・中小ユーザー企業の情報システム会社への満足度 

 

⑥ グローバル経済の進展 

グローバル経済の進展により、日本企業は海外に事業を展開・拡大する傾向に

ある（図表 2-10）。それに伴い、グローバルにおける IT 投資が増加する可能性

が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-10 主要産業の海外進出と日本企業の海外売上高、経常利益推移 
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⑦ グローバル市場における日本企業の展開 

一方、グローバル市場への展開を見てみると、日本は、エレクトロニクス・IT

産業を中心に、要素技術においては情報家電、環境エネルギー関連などで大量の

知的財産を創出、蓄積してきており、要素技術を豊富に有しているが、要素技術

を駆使した我が国製品は、市場投入時にはグローバル市場で圧倒的なシェアを獲

得するものの、短期間でシェアが下落している。昨今はそのシェア下落のスピー

ドが加速化していることもあり、一定のシェア・利益を確保できる期間はますま

す短くなってきている（図表 2-11）。 

要素技術のコモディティ化が一気に進んで競争優位を失う時代となり、それら

要素技術やその集積のみではなく、全体最適を志向したアーキテクチャ、それら

を制御するソフトウェアに付加価値の源泉がシフトしている状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-11 日本製品の世界市場シェアの推移 

東京大学 小川紘一特任教授のデータに基づき経済産業省作成 

 

⑧ デジタル化・ネットワーク化の進展 

世界のあらゆる情報がデジタル化され、インターネットやセンサーネットワー

クによって広く流通するようになってきている。これにより、情報を瞬時に、安

価に、世界中で共有することが可能になる。 

文字・音声・映像等の多種多様なアナログ情報を、デジタル情報に変換するこ

とで、低容量の同種の情報として扱うことができるようになり、書籍・音楽・映

画等のコンテンツのデジタル化が次々に進展したほか、スマートフォンやセンサ

ーネットワークの普及によって、交通、都市空間、モノの位置、人間行動等に係

る「リアル情報」もデジタル化の対象になった。 
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デジタルコンテンツだけでなく、世界のあらゆる情報がデジタル化され、イン

ターネット・センサーネットワークを通じて広く流通する世界（Internet of 

Things）が実現しようとしており、従来の業界区分や、製品区分はその意味をな

さなくなり、分野横断型の新たな競争構造が出現し始めている。 

 

⑨ デジタル化、ネットワーク化発展段階と競争激化領域・フロンティア領域 

デジタル化、ネットワーク化を前提としたビジネス展開は、携帯電話やゲーム

機等だけでなく、より幅広い分野へ波及する。既に変化が始まっているスマート

グリッド／コミュニティや、デジタル化は進みつつあるもののネットワーク化の

進展が今後見込まれる自動車、ロボット、医療・健康や、情報のデジタル化の進

展が今後見込まれる農業、産業保安等は、IT による産業構造の変化と新規ビジ

ネス創出の大きな機会が見込まれる。こうした分野は、社会システムと密接に関

連する分野であり、異分野・異業種のプレーヤーが多数関連し社会的・経済的な

インパクトも大きな分野である。また、スマート社会においては、融合領域の創

出が競争優位確保の 1 つの決定的要素になることなどにも注意しなければなら

ない。 

デジタル化、ネットワーク化による社会システムと産業構造の変化が生み出さ

れつつある状況を踏まえて政策展開を行う必要があるが、携帯電話やゲーム等の

競争激化領域と自動車・交通、ロボット、医療・健康等の社会システム中心のフ

ロンティア領域に分けつつ、市場規模等も含めて分析を深めていくことが重要と

なっている。 
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（2） 情報サービス・ソフトウェア産業政策の全体像 

これまで日本の情報サービス・ソフトウェア産業は国内市場の受託開発が大きな

割合を占めていたが、今後はクラウドコンピューティング等を活用し、グローバル

にサービス提供型の事業を展開していくことが必要となっている。 

また、ユーザー企業における IT 活用の目的が、業務効率化から、いかに IT を活

用して事業に付加価値を加えるかにシフトしている。今後、ベンダーはユーザーに

新しいサービス・システムを提案していくことが必要となっている。 

さらに、デジタル化・ネットワーク化の進展により、世界のあらゆる情報がデジ

タル化され、インターネット・センサーネットワークを通じて広く流通する世界

（Internet of Things）が実現しようとしている中、新たな競争優位の源泉として

の新社会システム創出に向け、「融合領域」として IT 化が進んでいない『フロンテ

ィア領域』と、既に変化が始まっている『競争激化領域』をターゲットに、市場規

模や産業構造の変化が生み出されつつある。 

政策には制度整備、人材育成、中小企業支援等、様々な手法が存在するが、上記

課題の中で研究開発に密接に関係するのは、「融合領域（既存産業高度化）」「クラ

ウド領域」「クラウウド系サービスビジネス」「組込みソフトウェア」の競争力強化

である（図表 2-12）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-12 情報サービス・ソフトウェア産業の成長に向けた課題 

この中の「融合領域（既存産業高度化）」については、産業構造審議会情報経済

分科会中間報告（平成 23 年 8 月）において、「「融合新産業」の創出に向けて～ス

マート・コンバージェンスの下でのシステム型ビジネス展開～」において、基本的

考え方として「IT 融合による新たなシステム産業創出を目指す」ことが掲げられ

ている。 
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また、同中間報告では、「ビッグデータから価値を産み出す基礎となる技術強化・

利活用促進」が課題としても挙げられている。 

「IT 融合」とは、製造業、サービス業、農業等の多様な既存産業が IT・データ

の活用を起点として新たな付加価値を獲得し新ビジネスを産み出すこと、また、IT

を媒介として異分野の産業が結びついて新ビジネスを生みだすことを言い、「IT 融

合政策」として展開している。 

 

 

図表 2-13 産業構造審議会情報経済分科会中間とりまとめ（概要）平成 23 年 8 月 
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一方、平成 22 年 3 月に開催された「産業構造審議会 情報経済分科会 情報サ

ービス・ソフトウェア小委員会」においては、今後の施策として「クラウドビジネ

スの拡大」「クラウド基盤の整備・ルール整備」「組込みソフトウェア」の信頼性向

上、各種環境整備が施策として挙げられている（図表 2-14）。 

 

 

図表 2－14 産業構造審議会 情報経済分科会第 13 回情報サービス・ソフトウェア小委員会資料 

「今後の情報サービス・ソフトウェア産業のあり方と施策」 
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商務情報政策局においては、「IT・データ利活用による我が国産業全体の競争力

強化を図る」という全体としての目的、前述したこれまでの継続した政策の流れ、

分析結果・提言および「選択と集中」の観点から、情報サービス・ソフトウェア分

野の技術政策として「IT 融合」「クラウドコンピューティング」「組込みソフトウ

ェア」の 3 つに特化している。 

 

図表 2-15 情報サービス・ソフトウェアに係る技術に関する施策 ロジックツリー 

 

図表 2-15 情報サービス・ソフトウェアに係る技術に関する施策の実現の見通し 


